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平成 29年 5月 10日
市民文化スポーツ局

地域コミュニティのあり方について 

１ 本市の地域コミュニティを取り巻く状況 別紙１

（１）人口の減少（生産年齢人口の減少と高齢者人口の増加） 

（２）世帯数の増加（単独世帯の増加） 

（３）共働き世帯の増加 

（４）自治会加入率の低下

２ 平成 26年度市民意識調査 別紙２ 

３ 本市のコミュニティ施策の基盤づくり 

少子高齢化社会の急激な進行や個人の生活スタイルの変化等により、地域の課題が複

雑・多様化している中で、「地域のことは地域で考え、地域で解決する」という住民主体

の地域づくりを進めるため、以下の３つを柱に取り組んできた。

（１）活動組織の充実 

① 自治会・町内会 

本市においては、安心して暮らせる地域社会の形成に取り組んでいる地域コミュニ

ティの中心的な団体である自治会の理解促進と、その活性化の支援を図ってきた。

【区自治総連合会組織の体系 平成２８年度】

   《区の連合体》    《校区単位の連合体》    《単位自治会》 

  ※区によって、校区単位の連合体や単位自治会の名称、組織体系等が異なっている。

地区・校区自治会 

２０５団体 

区自治総連合会 

７団体 

自治会・町内会 

２，８４１団体 

班・組 

２１，８７２団体
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 ② まちづくり協議会 

また、小学校区を基本に、地域共通の課題の解決を図ることを目的に、地域の横断

的組織として平成６年度から、自治会、社会福祉協議会、学校、企業等の様々な地域

団体が参画する「まちづくり協議会」の設置を促進し、平成２９年４月現在、１３７

団体が活動している。

【まちづくり協議会の組織の例】 

（２）活動財源の確保 

自治会は、地域住民により自主的に組織され、基本的には加入者（会員）の会費な

どで運営費を負担するため、自治会の果たす重要性を周知して、その加入促進を図っ

ている。    

また、まちづくり協議会が取り組む地域づくりの活動財源として、平成１６年度

から、市の各部局が事業ごとに地域団体に交付していた補助金を可能な限り一本化

し、まちづくり協議会に交付する「地域総括補助金」の導入を促進しており、平成

２９年度は、１３３団体が利用している。

【一本化した補助金（１４項目）】 

総務・広報部会 防犯・防災部会 まちづくり部会保健・福祉部会

自治会 社会福祉協議会 婦人会 老人クラブ 子ども会 

公園愛護会 体育指導委員

学校・ＰＴＡ 企業・商店 病院・福祉施設 ＮＰＯ等 

※地域団体等は、その活動に応じて各部会に参加 

まちづくり協議会 

その他 

その他 

○防犯灯維持管理補助金     ○防犯灯設置補助金

○老人クラブ助成金       ○年長者いこいの家運営補助金

○ふれあい昼食会交流事業補助金 ○公園愛護会助成金

○河川愛護団体補助金      ○公民館類似施設等運営補助金

○公民館類似施設等設置費補助金 ○公民館類似施設等エアコン設置費補助金

○青少年団体育成補助金     ○校区事業補助金

○校区まちづくり支援事業補助金 ○市民センターを拠点とした健康づくり事業

補助金

青少年育成協議会 食生活改善推進員協議会 
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（３）活動拠点の整備 

    平成６年度から、自治会やまちづくり協議会を始めとする地域団体等の活動拠点

として小学校区単位を基本に、「市民福祉センター」の整備を開始した。その際、既

存の「公民館」も活用し、「市民福祉センター」と「公民館」の２枚看板化を行った。

平成１７年１月から「市民福祉センター」と「公民館」を統合して、「市民センタ

ー」に名称を統一した。

また、平成２０年３月に「市民サブセンター構想」を策定し、「市民サブセンター」

の整備も行っている。

【市民センター等設置状況（平成２９年４月現在）】 

名称 設置数

市民センター １３０館

市民サブセンター ６館

【市民センター利用状況（平成２７年度）】 

年間利用者数 ５，３７３，７１６人

４ 地域コミュニティの活性化に向けた主な取組み 

（１）地域コミュニティの大切さを感じてもらう 

① 自治会活動の理解促進

ア 小学生向けパンフレット「自治会ってなあに」の作成・配付 

イ 地域の“ちから”報告会の開催 

  ウ 市内いっせい自治会加入促進事業による市内全世帯を対象としたパンフレット配布 

② 自治会のＰＲ活動 

ア 公共施設での加入促進ポスター、チラシの配架 

イ 市政だよりで自治活動を紹介（年１回）、同各区版で加入を促す記事を掲載 

ウ 市政テレビ番組・ラジオ番組の活用 

エ 北九州市自治会総連合会ホームページによる情報発信 

オ 多世代が集まるイベントにおける自治会ＰＲブースの設置 

（２）地域団体が活動しやすい環境を作る 

① 人材育成の支援 

ア 「自治会ハンドブック」（班・組長向け）の作成・配布 

イ 地域デビュー手引書の作成・配布 

ウ 新任役会長研修等の開催支援（区自治総連合会実施） 

エ 地域づくりマネジメント研修の開催 
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② 運営・活動の支援 

ア 自治会の未加入者対策 

(ア) マンション等集合住宅居住者対象 

・分譲マンション開発業者・管理業者へ自治会設立及び活動への協力依頼 

・業界団体に対し、自治会ポスター掲示・チラシ配布を依頼 

・自治会に対しマンション管理及びまちづくりの専門家を派遣し、主として新築の分

譲マンションを対象とした自治会加入促進活動を支援 

（イ）転入者対象 

・加入促進チラシの配布 

区役所市民課で配布する「転入者セット」や市営住宅入居書類に同封 

区役所市民課等での加入申込用郵送チラシの配架 

・市外から転入して自治会に加入した世帯に対し、文化施設に入場できるパスポート

を配付 

イ 自治会が取り組む加入促進活動の支援 

（ア）自治会エリア地図の作成・配布 

 (イ) 「自治会加入促進活動事例集」の作成・配布 

(ウ) 「自治会設立の手引き」の作成・配布 

ウ 防犯灯の設置・維持管理の支援 

    自主的なコミュニティ活動（防犯活動）の一環として、自治会等が中心となって設

置し、市はその負担軽減のため、補助制度を設け適宜拡充してきた。 

(ア) 自治会等の負担に馴染まない所や公共性の高い所などについては市が設置 

(イ) 平成２３年度から進めているＬＥＤ化については、地域の負担が増えないように

設置費用の補助率を２／３から３／４に引き上げた。 

(ウ) 通学路については、平成２８年度より防犯灯が不足する箇所は市で設置し、既に

地域で設置済のＬＥＤ防犯灯は電気代を概ね全額補助となった。 

エ 地域カルテづくり事業 

    地域ごとの課題の把握と解決に向けた取り組みを促進するため、コーディネ

ーターを派遣してワークショップ等を開催し、地域情報や課題解決のアイデア

等を盛り込んだ地域カルテを作成する。 

◇対象団体：まちづくり協議会 

オ 地域カルテづくりフォローアップ事業 

    「地域カルテづくり事業」に取り組み、策定された「地域カルテ」に基づき、

まちづくり協議会が新たに取り組む地域課題の解決を図る住民主体の活動を支

援する。 

◇対象団体：まちづくり協議会 

◇助成内容：１団体当たり上限２０万円
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   カ 校区まちづくり支援事業 

まちづくり協議会が取り組む地域づくりの目標や活動計画等の策定、地域課題の

解決に向けた活動などを行う事業に、活動費等を助成する。

◇対象団体：地域総括補助金を導入するまちづくり協議会 

◇助成内容：地域づくりの目標や活動計画の策定に向けた活動経費または、 

              地域課題の解決を図る活動経費 上限 ２０万円 

          まちづくり協議会の運営経費 上限 ３万円（対象経費の１／２以内） 

③ 活動拠点の充実を図る 

ア 活動拠点施設支援 

(ア) つどいの家設置等補助 

身近な話し合い、相互の交流を深めるつどいの場としての集会施設（つどいの家） 

の設置又は改修等に補助金を交付する。 

(イ) 公民館類似施設設置等補助 

      社会教育の組織活動に資することを目的に住民が主体的に設置等する公民館類

似施設の設置又は改修に補助金を交付する。 

（３）地域団体に役立つ情報を伝える 

① 事例等の紹介 

ア 「自治会運営の手引き」（自治会長向け）の作成・配布 

イ 「みんなが主役の地域づくりまちづくりのために」の作成・配布 

ウ 「自治会活動事例集」の作成・配布 

エ  地域の“ちから”報告会の開催（再掲） 


